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１．はじめに
著作権法上の著作物とは何か。著作物とは「思想又は感情を創作的に表現したものであって、文芸、学術、美術
又は音楽の範囲に属するもの」をいう（法２条１項１号）。本稿では美術著作物について論じる。美術には純粋美
術と応用美術があり、純粋美術が著作権法上の保護の対象になるが、応用美術の一つである美術工芸品は保護され
る。純粋美術とは美的鑑賞品をいう。応用美術は、工業製品を前提にしており、意匠登録することによって意匠法
から保護される。応用美術について、美術工芸品を拡大解釈して著作権法から保護してよいかが問題となる。すな
わち、美術工芸品は一品製作であるもので、美的鑑賞品であるものとして限定的に考えるか、他方、大量生産品で
あっても美的鑑賞品と同視できるものは、著作権法から保護されるのかが争点となっている。
基本的な法的保護について述べると、①純粋美術は著作権法上の保護下にあり、②美術工芸品は著作権法から保
護される、③美術工芸品以外の応用美術（大量生産して販売目的のもの）は、意匠登録を受けていると意匠法から
保護される。ここで問題となってくるのが、意匠登録を受けていない応用美術品を如何に保護するか。著作権法と
意匠法から保護されないものは、不正競争防止法２条１項３号（商品形態模倣行為の防止）や民法の不法行為（７０９
条）からの保護が考えられるが、美術工芸品の範囲を拡大して、著作権法から保護する判例もあり、応用美術の保
護については美的鑑賞品となるか否かで異なる結果となっている。
また、応用美術については、著作権法と意匠法の重畳的適用の問題もある。著作権は、著者の死後５０年の保護期
間（５１条）があり、他方、意匠権は意匠登録をすれば２０年間の保護期間（２１条）があるので、保護期間の長さを考
えると著作権の保護の方が有利であり、現実の問題として、どちらの保護下になるか明確な基準が求められる。本
稿では、応用美術をめぐる争点について判例を検討して考察する。
２．純粋美術と応用美術
著作権法上の美術の著作物は、絵画、版画、彫刻その他の美術著作物である（１０条１項４号）。法が保護するも
のは、純粋美術であるが、応用美術である「美術工芸品」を含む（２条２項）。この規定を限定的とみるか、注意
的または例示にすぎないとみるかで、著作権法の保護を受けるか否かに分かれる。応用美術は著作権法からは基本
的には保護されないと解される。
絵画や彫刻等は、純粋美術あるいは鑑賞美術と呼ばれ、産業用に大量に生産される工芸品あるいは実用品である
応用美術とは区別される。応用美術には、①実用品として製作される美術作品、例えば装身具、壁掛け、壺などや
②実用品と結合した創作物、例えば家具に施された彫刻などや③実用品の模様やひな形として利用するための美的
な創作物、例えば大量生産品のひな形、染織図案などがある。美術工芸品とは①の場合であり、一品製作のもので
著作権法の保護を受ける。
量産される実用品は、美的な形状、模様あるいは色彩を有していても、著作権法の保護を受けず、また図案その
他の量産品のひな形又は実用品の模様として用いられることを目的とするものは、原則として意匠法等の産業財産
権法（旧工業所有権法）の保護を受けることになると解するのが立法経過からの理解とされる１。
１金井重彦他編『著作権法コンメンタール上巻１条～７４条』東京布井出版 p．１０１ ２０００年。
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応用美術を著作権法上からの保護を考える見解は、我が国の加盟しているベルヌ条約２の２条（１）項に、文芸、
学術及び美術の著作物の例示の中に「応用美術の著作物」が含まれていることに根拠を求める。ベルヌ条約は、応
用美術を保護すべき著作物の例示に加えているが、これを保護する法律である著作権法と意匠法との適用範囲や保
護される条件については、各国の国内法に委ねている。
我が国では、著作権法では、純粋美術を基本的に保護し、応用美術については一品製作の美術工芸品のみを保護
すると解したいが、ベルヌ条約の趣旨を国内の規定でも考慮すべきとする見解もあって、判例にもその影響がある。
ここで純粋美術と応用美術について、もう少し論及しておきたい。法１０条１項４号にいう美術著作物とは、「思
想または感情が線・色彩・明暗をもって平面的あるいは立体的に表現されている著作物」をいう。絵画、漫画、挿
絵、版画、彫刻が代表的なものである。下絵、下図、デッサンなど完成していなくても、著作物とされる。素材は
紙、絹布、木板、石盤、陶磁器、金属板など表現の手段として認められる３。
絵画、版画、彫刻以外であっても美術の範囲に属するものは美術の著作物として保護される。たとえば、舞台装
置（東京地裁 平成１１年３月２９日判決）、書（東京地裁 昭和６０年１０月３０日判決）も原則として著作物として認め
られる。ただ、漫画や小説などに登場する架空の人物、動物等の姿態、名称、図柄さらには役柄などのキャラクター
たとえば「ポパイ」事件（最高裁 平成９年７月１７日判決）４について、最高裁は著作物性を認めていない。最高裁
は著作権の侵害があるかどうかは各完結した漫画それぞれについて成立し、侵害はどの回の漫画にいえるかを検討
しなければならないとする。他方「サザエさん」事件（東京地裁 昭和５１年５月２６日判決）５では、東京地裁はサザ
エさんの登場人物の似顔絵を観光バスに描かれたことについてキャラクターが漫画著作物の一部として保護される
とし、作者の複製権侵害に当たるとした。
さらにはタイプフェイス（デザインされた一連の文字書体）たとえば、飾文字、花文字などについても判例は、
純粋に鑑賞用としての「書」とは異なり、実用に供されるものであるので、著作物性を認めていない（東京地裁
昭和５４年３月９日判決）６。
他方、応用美術という用語は、産業革命以後、クラフト製品や工業製品と美術との関係を説くものとして、純粋
美術に対立する概念として登場した。純粋美術は思想感情の表白であり実用性がないものであるのに対して、応用
美術は実用品に美術を応用したものあるいは美術上の技法や感覚を応用したものであるといわれる。応用美術の範
囲については、解釈が分かれている。以下の判例によって応用美術について検討していくことにする。
３．判例研究
３－１ 仏壇彫刻事件（神戸地裁姫路支部 昭和５４年７月９日判決）７
原告は仏壇内部を飾る部品において、種々の紋様、形状を有する彫刻を製作し、シリコンゴムで型枠をとり、そ
れにプラスチックを注入して成る仏壇彫刻を製作、販売していたが、被告は、原告に無断で紋様の配置や大きさを
一部変え、また削除するなどの修正を加えて、原告と同じ方法で仏壇彫刻を製作し、また被告製作の仏壇に使用し、
展示、頒布していた。そこで原告は、被告に対して本件彫刻の複製及び頒布、展示の差止め、複製品と二次的著作
物の完成品及び半製品、型枠の廃棄と損害賠償を請求した。被告は、本件彫刻には創作性はないこと、また大量生
産されているので、著作権法上の美術の範囲に属さないと主張した。
神戸地裁は、彫刻の創作性を認めて、著作権法上の保護の対象となる美術の著作物になるとして、原告の勝訴と
した。ここで判決を吟味してみる。
純粋美術は、個別に製作された絵画、版画、彫刻は思想または感情が表現され、鑑賞を目的として実用性のない
物とする。他方、応用美術は実用品に美術あるいは美術上の感覚・技法を応用したもので、さらに３つに分かれる
２正式には「文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約」のことをいう。１８８６年の条約で幾度か改正されている。
１９７１年パリで最新の改正がある。わが国では１９７５年に効力が発生した。角田正芳編『知的財産権六法平成１９年版』三省堂
pp．４９８－５１３。
３半田正夫『著作権法概説 第１３版』法学書院 p．８５ ２００７年。
４５６半田正夫『前掲書』pp．８６－８７。
７紋谷暢男「文様および形状―仏壇彫刻事件」、斉藤博他編『著作権判例百選第三版』有斐閣 pp．２２－２３ ２００１年。
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とする。①純粋美術として製作されたものをそのまま実用品に利用するもの、②既成の純粋美術の技法を一品製作
に応用するものと③純粋美術に見られる感覚あるいは技法を画一的に大量生産される実用品の製作に応用するもの
と応用美術を３つの場合に分けてどちらになるかを判断する。判決は③の場合に本件は該当するとした。
判決は、応用美術をどこまで著作権法上の保護対象とするかは意匠法等との関係で困難な問題があるとしながら
も、実用品であっても美術的に鑑賞することに主目的があるものについては、純粋美術と同様に評価して著作権を
付与するのが相当とした。高度の美的表現を目的とするもののみ著作権法の保護の対象とし、その他のものは、意
匠法等の保護の対象とされると判示した。
著作権法２条２項は、高度の美的表現を目的とする美術工芸品にも著作権は、付与されると注意的に規定として
いるとする。
本件彫刻では、仏壇装飾の表現・形状が、仏教美術上の彫刻の一端を窺わせて美的鑑賞の対象に値するとして、
構成、着想等から美的表現を目的とする純粋美術と同程度に評価できるので、著作権法上の保護の対象となる美術
の著作物であると判示した。
神戸地裁は、著作権法２条２項の応用美術の解釈について、注意的規定と解したので、本彫刻は「美術工芸品」
に該当することになり、著作権法から保護を受けることになった。法２条２項を限定的に解釈すると著作権法から
は保護されない。「美術工芸品」は一品製作という希少性に価値があるので評価できるとみる見解からは、大量生
産されている本件彫刻に純粋美術と同等の価値を認めることはできないのではないか。他の事例においても量産品
に著作物性を認めている判例がある。
３－２ 博多人形事件（長崎地裁佐世保支部 昭和４８年２月７日決定）８
原告は博多人形を製作する会社であり、新人形開拓計画によって童謡人形六点を考え「赤とんぼ」の題を選んで、
人形師に粘土による原型となる人形を作らせて素焼きして人形絵師に彩色させた。原告は高さ約１９センチの彩色素
焼人形（博多人形または赤とんぼ）の著作権を取得している。被告は博多人形「赤とんぼ」を複製し同一名称で販
売したので、原告は被告に対して、著作権侵害停止の仮処分を申請した。佐世保支部は以下の理由で「赤とんぼ」
を著作権法上の美術工芸品として保護されると決定した。
「本件人形『赤とんぼ』は同一題名の童謡から受けるイメージを造形物として表現したものであって姿体、表情、
着衣の絵柄、色彩から観察してこれに感情の創作的表現を認めることができ、美術工芸的価値としての美術性も備
わっているものと考えられる」として原告の請求をほぼ全面的に認容した。量産されただけで著作物性を否定すべ
きでないとした。さらには意匠登録が可能であっても意匠と美術的著作物の限界は微妙であって、意匠法と著作権
法の重畳的適用もあるので、意匠登録の可能性があるからといって著作権法の保護の対象から除外すべき理由はな
いという。
本件では「美術工芸品」の概念を拡大解釈している。「赤とんぼ」のような大量生産される人形等のひな型、実
用品、実用品と結合されたものや実用品の模様として利用されるもの等は、「応用美術」といわれるが、この「赤
とんぼ」が著作権法の保護をうけるかが問題となった。
著作権法は応用美術の中で美術工芸品のみを保護しているとする限定説に立てば、本件は保護されないことにな
る。本決定では、拡大説に立っている。意匠登録しておけば、意匠法から保護される事例であるが、意匠登録をし
ていないので、著作権法２条２項の美術工芸品の範囲にあるとして保護したのである。本件は、著作権法からの保
護を考えるべきでなく、不正競争防止法２条１項３号（商品形態模倣行為の防止）からの保護を考えるべきではな
かったか。やはり、著作権法２条２項は、美術工芸品（一品製作のもので美的鑑賞の対象となるもの）に限定して
解釈したい。
８ 松尾和子「彩色素焼人形―博多人形事件」、斉藤博他編『著作権判例百選第三版』有斐閣 pp．２４－２５。
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３－３ 佐賀錦帯事件（京都地裁 平成元年６月１５日判決判決）９
原告と被告は、袋帯を主とした織物の製造販売業者である。原告は垂梅丸散らしの図柄を用いた佐賀錦袋帯を社
団法人日本染織意匠保護協会に意匠の保全登録を受け、製造販売した。被告は、本件図柄を問屋の展示会で見てス
ケッチし、能衣装の図柄の本等も参考にして図案家に依頼して被告の佐賀錦袋帯を製作して製造販売した。
そこで、原告は、原告の図柄は帯の取引者間では周知となっているため、被告に被告の帯の製造販売は、①不正
競争防止法２条１項１号にいう周知商品表示を使用した営業であるとして、製造販売の差止めの請求し、また②原
告の図柄は原告独自の製作であるから著作権法１０条１項４号にいう美術著作物であるので、被告は描法、構図、表
現等において複製したものであるとして、著作権法１１２条による著作権侵害行為の差止めを請求した。さらに③被
告が廉価で販売したことにより、原告の袋帯の売上げが落ちて、営業上の信用も毀損されたので、製造販売を断念
せざるを得なくなったとして、被告の不法行為による謝罪広告および損害賠償を請求した。
京都地裁は一部請求を認めた。①については、原告の袋帯の図柄が、特に奇想天外であるとは認められなく、ま
た原告の商品であると取引者に周知させるため特段の広告宣伝をしたとの主張、立証はないと判示した。②につい
て、原告の図柄は、それなりの独創性を有しているが、実用性の面を離れてもなお一つの完結した美術鑑賞の対象
とは認めがたいとした。③については、被告の製造販売行為は不法行為を構成するとした。ただし、損害賠償請求
は、損害の立証が不十分として棄却された。結果的には、謝罪広告の請求の一部が認められた事件である。
本件の図柄のように、意匠法（産業財産権法）と著作権法との重複する実用品に応用された美的創作物（応用美
術）の保護は、著作権法上最も困難な問題の一つとされる。
昭和４１年の著作権法の制定において、壺や壁掛けのような一品製作の美術品である美術工芸品とポスター、カレ
ンダー、絵葉書等は美術著作物として保護された。また、図案その他の量産品のひな形または実用品の模様は、純
粋美術であれば、美術の著作物として取り扱われる。先述の仏壇彫刻事件や博多人形事件では、美術工芸品以外の
ものについても著作物性を広く認めたが、本件も同様な事件であるが、著作物性を認めなかった。適用基準につい
て明確な基準が示されていない。高度の美術表現（思想または感情の高度に創作的な表現）があれば美術の著作物
として保護されるといわれるが、この判断基準には裁判官の主観が入る余地がある。著作権法や意匠法等からの保
護が難しいのであれば、判決が認めているように民法７０９条の不法行為からの保護を考えられるが、損害額の立証
の問題が残されている。
３－４ 木目化粧紙事件（東京高裁 平成３年１２月１７日判決）１０
原告は、木目を寄木風に組んで天然の木目を幾何学化したデザインを紙やフィルムの上に印刷し家具等の表面に
貼付加工する化粧紙の原画を作成し、これを原版として木目化粧紙を製造販売する印刷会社である。被告は家具資
材の販売を業としており、原告製品を写真分解した上で微妙な色調の差異を加えて、原告製品の模様と同一の木目
化粧紙を作成し、原告の販売地域で廉価で販売した。そこで、原告は、原画が量産品の模様として利用するために
製作された応用美術であるが、美の表現を追求して製作されているので、純粋美術と同視できるものについては、
著作権法上の保護が受けられるとして、被告は、原告の原画の複製権の侵害があるという理由で、被告の製品の差
止め及び損害賠償の請求を求めた。
東京地裁は原告の原画が思想又は感情を創作的に表現したものであることを認めたが、鑑賞の対象として美を表
現しようとする純粋美術ではなく、産業用に量産される実用品の模様であるとして、著作物性を否定した。原告は
控訴して、主張を追加して、被告が原告の製品を写真撮影してそのまま製版印刷して製造し、廉価で販売すること
によって、原告は自社製品の販売価格を値下げせざるを得ず、原告の営業を侵害した被告の行為は不法行為に該当
すると主張した。
高裁は、著作権法２条２項の規定は、実用品に純粋美術の技法感覚を応用して、極少量製作される美術工芸品を
９ 井駒正文「図柄―佐賀錦袋帯事件」、斉藤博他編『著作権判例百選第三版』有斐閣 pp．２６－２７。『判例時報』１３２７号、pp．１２３－
１２９。
１０土肥一史「原画―木目化粧紙事件」、斉藤博他編『前掲書』pp．２８－２９。『判例時報』１４１８号、pp．１２０－１２６。
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保護する趣旨を明らかにするものであって、応用美術の中で美術工芸品以外のものについては、著作権法上から保
護の対象になるか否かを明らかにしていないとする。実用品の模様は、工業上利用できる意匠として意匠法によっ
て保護されるべきであるが、著名な画家が製作したものは、社会通念上、高度の芸術性を有し、純粋美術としての
性質を認めることができるとする。そうした判断基準によって、高裁は、原告の原画の模様が工業上利用できる物
品に付せられた模様であって、純粋美術と同視できるものとは認めることができないとして、著作物性は否定した。
物品の模様は意匠登録しておれば意匠法から保護されるが、本件では意匠登録されていなかった。結局、被告の行
為は、原告の製品の模倣行為を不法行為と捉えて、被告に損害賠償を命じた。
４．結びに
以上、実用品である応用美術の保護について判例から考察してきた。実用品の保護は、まず意匠登録を受ければ、
意匠法から保護される。意匠登録ができないものについて、民法７０９条（不法行為）や不正競争防止法２条１項３
号（商品形態の模倣の防止）等から保護を考える方が法の運用面からは明確である。
著作権法２条２項に規定のある美術工芸品は、一般的には応用美術であるが「高度の芸術性」すなわち「高度の
美的表現」を具有しているときは純粋美術と同視できるので著作権法から保護される。「視覚を通じた美感の表象
のうち、高度の美的表現を目的とするもののみが著作権法の保護の対象とされ、その他のものは、意匠法（または
実用新案法等）の保護の対象とされると解することが制度相互の調整および公平の原則に照らして相当である」１１。
しかし、応用美術の保護についての規定がないので、著作権からの保護を求めた場合、本文の訴訟のように「高度
の美的表現」について認めるか否かの問題がある。「高度の美的表現」についての明確な判断基準が求められる。
応用美術については、著作権法と意匠法から重複適用があるとされる。これは、意匠登録を受けるまでに時間を
要するので、受けるまでの期間の保護を著作権法に求めることになる。では、意匠登録を受けると意匠法が優先し
て保護期間も２０年になると解するのかがはっきりしない。著作権法からは５０年保護されるので、当事者としては著
作権からの保護も求めるのではないか。「高度の美的表現」を具有する応用美術については、意匠権の未登録の間
は、著作権法からの保護を受けるが、登録を受けたら意匠法の保護下になり、もし意匠登録をうけないままであれ
ば、著作権法の保護を受けると解する方が理解はしやすい。
現実には、産業財産権法である意匠法が著作権法よりは産業政策上強い保護を与えるので、意匠登録を受けたら
意匠権が優先するであろう
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